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                               2024 年 5 月 10 日 

各位 

会社名   株式会社中央倉庫 

代表者名 代表取締役社長執行役員 木村 正和 

                                              （コード番号 9319 東証プライム） 

問合せ先 代表取締役専務執行役員 

                                         企画管理本部長     谷奥 秀実 

                                                     TEL 075-313-6151          

 

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の継続について 

 

 当社は、２００８年５月２３日開催の取締役会において、「当社の財務および事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（会社法施行規則に規定されるものをいい

ます。以下同じとします。）を決定するとともに、本基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、

２０２１年６月２５日開催の第１４１回定時株主総会における株主の皆様のご承認を得て、

「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「現プラン」といいます。）

を継続しました。現プランの有効期間は、２０２４年３月期に関する定時株主総会の終結

の時までであり、２０２４年６月２５日開催予定の第１４４回定時株主総会（以下、「本定

時株主総会」といいます。）の終結の時をもって満了となります。 

 当社は、現プラン継続後の社会・経済情勢の変化や買収防衛策をめぐる動向等を勘案し

つつ当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する観点から、現プラン継続の是非を

含め、その在り方について検討を行ってまいりました。その結果として、本日開催の取締

役会において、社外取締役２名を含む出席取締役の全員の賛成により、「当社の財務および

事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、「本基本方針」といいま

す。）を改めて決議するとともに、本定時株主総会における株主の皆様のご承認（普通決議）

を条件に、その有効期間を本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時（事業年度の変更を行わない限り、２０２７年３月

期に関する定時株主総会終結の時）までとしたうえで、「当社株式の大量取得行為に関する

対応策（買収への対応方針）」（以下、「本プラン」といいます。）として継続することを決

議しましたので、お知らせいたします。 

 本プランの継続にあたり、近時の買収防衛策に関する裁判例や実務動向等を踏まえ、主

に以下の点を変更しております。なお、基本的なスキームの変更はございません。 

① 本プランの適用対象となる「買付等」の定義を一部見直しました。 

② 「買付等」や「特定買付者等」に該当するかの基準となる「実質的に支配」または「共

同ないし協調して行動」に当たるか否かを判定する際に用いられる基準として別紙３の



2 
 

「共同協調行為等の認定基準」を作成いたしました。 

③ その他表現の明確化を含む字句の修正等を行いました。 

 

また、社外監査役２名を含む当社監査役４名はいずれも、本プランの具体的運用が適正

に行われることを条件として、本プランの継続に賛成する旨の意見を述べております。 

なお、当社は本日現在、当社株式の大量取得行為に係る提案等を受けている事実は一切

ありません。また、２０２４年３月３１日現在における当社の大株主の状況は、別紙１「大

株主の状況」のとおりです。 

 

【本プランを継続する理由】 

 当社は、倉庫業を中心とする総合物流会社として、将来にわたる拠点政策や人的資本投

資を含む積極的な投資、質の高いサービスの提供の継続やノウハウの蓄積、長年にわたっ

て培った信頼関係や連携・協力関係の維持など、中長期的な視点に基づいた経営への取組

みにより企業価値の向上・株主共同の利益の向上が確保されるものと考えております。 

 当社は、当社の企業価値を株主および投資家の皆様にご理解いただけるよう適切な情報

開示に努めておりますが、とくに当社株式の大量買付等が行われる場合においては、株主

の皆様が買付等の是非等を適切に判断する必要があるため、その買付等が当社に与える影

響に関する情報や当社取締役会が提示する大量買付等に対する意見等が、当社株主の皆様

が適切な投資判断を行う上で、重要な判断材料になるものと考えております。 

 このような考え方のもと、当社は、株主の皆様が買付等の是非等を適切に判断するため

に必要な情報や時間等を確保するとともに、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するおそれがある当社株式の大量買付等に対する対抗措置を準備しておくことを目的と

する本プランを、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、３年間を有効期

間として継続することが相当であると判断したものであります。 
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１． 本基本方針 

当社は、倉庫業を中心とする総合物流会社として、将来にわたる地域の発展性、立地条

件、採算等を十分研究調査のうえ、拠点政策を展開しております。また、用地取得から倉

庫建築、稼動まで数年を要すること等から中長期的な視点に基づいた経営への取組みによ

り企業価値の向上・株主共同の利益の向上が確保されるものと確信しております。さらに、

物流事業としての公共的使命の高い事業の性格から、地域経済のインフラを担い、地域に

おける密接な信頼関係の構築と期待に応えていく社会的責任があります。また、顧客のニ

ーズに応え最適物流システムの提案や密着型機能提供等を行い、物流コストの低下による

物流の効率化の実現に向けて努力を重ねております。一方、高度な技能と専門性を有した

人材の育成にも多年のノウハウを持って研鑽を積み重ねており、従業員の自己実現の場を

提供し働き甲斐のある職場創りに努力しております。これらが株式の大量買付等を行う者

により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益は毀損されることになります。 

    

一方、当社は、上場会社である当社の株式は、株主または投資家の皆様に自由に取引さ

れるものであり、特定の者による当社株式の大量買付等に応じるか否かは、当社株主の皆

様に十分な情報が提供された上で、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきも

のであると考えており、これが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に中長期的に資

するものである限りにおいて、これを否定するものではありません。 

    

しかしながら、株式の大量買付等の中には、株主の皆様が株式の大量買付等の内容等に

ついて検討し、取締役会が意見を取りまとめ、必要に応じ代替案を提示し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉するために必要な時間を提供しないもの、経営方針・投下資本の回

収方針等の十分な情報を合理的な期間内に提供しないもの、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を顧みずに当該買付者等自身の利益のみを図るもの、または、買付等の条件が、

当社の本源的価値に鑑み不十分もしくは不適当な買付等であるもの等、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を毀損するおそれがあるもの等の不適切な買付等があることを、否

定することができません。 

    

当社は、このような特定の者又はグループによる当社株式の大量買付等に伴い、会社の

存立、発展が阻害されるおそれが生ずる等、会社の企業価値が毀損され、会社の利益ひい

ては株主の共同の利益が害されることになるような場合には、その防止のために当該株主

を差別的に取扱ったとしても、当該取扱いが衡平の理念に反し、相当性を欠くものでない

限り、最終的には会社の利益の帰属主体である株主の皆様自身の判断において対抗措置を

行うことができるほか、当該特定の者又はグループが必要な情報や時間を提供しない場合

や、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を顧みずに当該特定の者又はグループ自身の
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利益のみを図る場合等、取締役会の判断により相当な対抗措置を講ずることが許容される

場合があると考えております。 

    

当社は、株主の皆様が適切な投資判断を行う上で、十分な時間を確保することが、株主

の皆様のために企業価値向上に関して当社株式の大量買付等を行う者との建設的な対話を

行う上でも有効なものになると考えております。当社は、当社株式の大量買付等を行う者

に対して、遵守すべき一定の手続があること、また、法令および当社定款等の許容する限

度において、相当な対抗措置を実施することがあり得ることを事前に警告すること等によ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある買付等を防止するこ

ととします。また、本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社株式の大量取得行為に関

する対応策（買収への対応方針）の導入を株主総会において決議し、当該対応策の内容を、

東京証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社ホ

ームページ等への掲載等により周知させることとします。 

 

２． 本基本方針の実現に資する特別な取組み 

（１）企業価値向上への取組み 

当社は、「誠実」｢進歩｣「挑戦」の企業理念に基づき、コーポレート・スローガン「未

来を預かる、未来を運ぶ」を制定するとともに、以下のグループ経営中長期ビジョン

を策定しております。 

  ◇ 進化する物流ニーズを創造できる企業 

◇ 多様な人材がその能力を最大限に発揮できる企業 

◇ 高い業務品質によってお客様に信頼される企業 

◇ 主体的にサステナビリティの推進に取組む企業 

◇ 健全な財務バランスを有し積極経営のできる企業 

 

このグループ経営中長期ビジョンの実現に向け、当社グループの持続的な成長と企

業価値向上のため、当社を取り巻く様々な課題に従業員が一丸となって果敢に挑戦し

ております。第７次中期経営計画「Let’s TRY ! 2024 」では、前中期経営計画のキー

ワード「CHANGE !」の考えをさらに推し進め、自ら能動的に行動する「自身に TRY !」、

挑戦する風土を創って、分かち合う「組織で TRY !」、社会に応える・つなげる「社会

へ TRY !」、この３つの TRY !に取組むことで、確りとした施策展開を行い、確実に収

益拡大を図り、企業価値向上に努めております。 

当社は第７次中期経営計画「Let’s TRY ! 2024 」の対象期間を 2022 年度から 2024

年度までの３カ年とし、最終年度である 2024 年度において、 

Ⅰ 新分野へ積極的に挑戦し、グループとして成長を遂げる企業 
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Ⅱ 無形資産・人的資産への投資を通じ、イノベーションを育む企業 

Ⅲ 多様な価値観を尊重し、皆が高いパフォーマンスを発揮できる企業 

Ⅳ デジタル技術の活用を図り、高い業務品質と生産効率を実現させる企業 

Ⅴ サステナビリティの基本方針を組織に浸透させ、施策に真摯に取組む企業 

Ⅵ 積極的な投資と強い財務体質をバランスさせ、健全経営を継続させる企業 

Ⅶ プライム市場の企業として期待される企業 

Ⅷ 上記施策展開を可能とするガバナンスの充実 

を目指し、これらの戦略基本方針にもとづき具体的取組みを推進しております。 

 

  中期経営計画「Let’s TRY ! 2024 」のこれまでの主たる取組みの実績として、新しい

コンセプトに基づく高機能倉庫の新設や物流総合施設としての機能の拡充に取組むとと

もに、変化が加速する顧客ニーズに的確に対応できる営業体制の構築と業務の効率化を

推し進め、業務品質のさらなる向上を目指すとともに働き易い職場創りを進めておりま

す。また、京都梅小路地区資産有効活用として宿泊施設を建設し、不動産賃貸事業を開

始したことや、当社としてはじめての M＆A 実施による株式会社テスパックのグループ

化など、新たな事業展開に取組みました。加えて、東証プライム市場への移行にあたり、

東証プライム市場上場維持基準に真摯に向き合い、政策保有株式の持ち合い解消を進め

ることによる流通株式数向上の取組みや、投資家との対話機会の充実等に努めておりま

す。更に、サステナビリティ委員会・サステナビリティ推進委員会を設けＴＣＦＤ開示

やサステナビリティに関する全社的な取組みを行うとともに、人事制度改革、外部人材

の積極採用、実践型研修の充実などの人的資本投資を行うことや、女性管理職の目標人

数を定めその育成に取組む等の多様性の確保にも努めております。 

 

（２）コーポレートガバナンスへの取組み 

当社は、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うための仕組みとしてのコーポレ

ートガバナンスの強化に取組み、継続的な企業の成長と中長期的な企業価値の向上を目

指し、コーポレートガバナンス・ガイドラインを策定しております。その取組みとして、

株主総会招集通知の早期発送やインターネット上における早期提供、議決権の電子投票

制度の採用、機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを使用する等株主の権利

が実質的に確保されるよう適切な対応を行う等株主の権利・平等性の確保に努めており

ます。また、「誠実」「進歩」「挑戦」の企業理念を定め、それらに相応しい企業作りに取

組むとともにサステナビリティを巡る課題に対応するため、環境に配慮したグリーン経

営（交通エコロジー・モビリティ財団認証取得）を行う等株主以外のステークホルダー

との適切な協働に努めております。加えて、中期経営計画等の情報開示等法令に基づく

開示以外の情報提供にも主体的に取組み、適切な情報開示と透明性の確保に努めており

ます。更に、独立した客観的な立場から経営陣に対する実効性の高い監督を果たすため、
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取締役会の構成として３分の１以上の独立社外取締役を選任する等取締役会等の責務を

適切に果たすべく機能強化に取組んでおり、コーポレートガバナンスを実効的に適切に

実践するための取組みとして、社外取締役および社外監査役と代表取締役で構成され、

社外取締役が委員長を務める指名・報酬・ガバナンス委員会を設置し、コーポレートガ

バナンスに係る重要な事項を審議しております。また、２０２０年４月１日より、経営

の意思決定および監督機能と業務執行を明確に分離し、経営の機能性向上とガバナンス

強化を図るため、執行役員制度を採用しております。加えて株主総会開催日における株

主総会後の株主向け経営説明会、個人投資家向け説明会、アナリスト向けミーティング、

機関投資家との１on１ミーティングの開催等株主との建設的な対話にも努めております。

更に、２０２２年６月２４日より、女性の社外取締役が就任し、取締役会の多様性の確

保にも努めております。 

 

３． 本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取組み（本プラン） 

（１）本プラン導入の目的 

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目 

的として、本基本方針に基づき、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するお

それのある当社株式の大量買付等がなされることを防止するために導入されるものです。 

    

当社は、本基本方針に定められたとおり、特定の者又はグループによる株式の大量買

付等に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様に委ねられるべきものと考えてお

ります。そして、株主の皆様がこの判断を適切に行うためには、当該買付者等から必要

な情報の提供を受けること、取締役会から必要な情報や代替案の提示を受けること、お

よび、これらのために必要な時間を確保することが必要不可欠であると考えております。

にもかかわらず、買付者等が必要な情報を合理的な期間内に提供しない場合、または、

これらのために必要な時間、もしくは当社取締役会が株主の皆様のために買付者等と交

渉するために必要な時間を確保しない場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益が著しく毀損されることを防止するため、取締役会は原則として速やかに対抗措置の

発動（そのために必要な株主総会の招集その他の措置を含みます。以下同じとします。）

を行う必要があると考えております。また、買付者等が、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を顧みずに当該買付者等自身の利益のみを図る場合にも、同様であると考え

ております。さらに、買付等の条件が当社の本源的価値に鑑み不十分もしくは不適当な

買付等である場合等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある

場合には、対抗措置の発動を行うか否かの判断は、基本的には最終的に、株主の皆様に

委ねることが適切であると考えております。 
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  一方、これらの手続や対抗措置の発動に際して、取締役会の恣意性を排除するために 

独立委員会を設置し、その勧告を最大限尊重することとします。 

 

（２）本プランの内容 

  本プランの内容は以下のとおりでありますが、本プランに関する手続の流れにつきま 

しては、別紙２にその概要をフローチャートの形でまとめておりますので、併せてご参 

照ください。 

   

ア 本プランの概要 

    下記イ（ア）に定める買付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」とい

います。）は、①買付者等が当社取締役会および独立委員会に対し当該買付等に関す

る必要かつ十分な情報を独立委員会が定める合理的期間内に提供し、②独立委員会

のための一定の検討期間が経過し、かつ③当社取締役会が対抗措置の発動の是非に

ついて決議を行うまで（当社取締役会が対抗措置の発動の是非について株主の皆様

の意思を問う株主総会を招集した場合には、株主総会が対抗措置の発動の是非につ

いて決議を行うまで）は、買付等を開始し、または進めることが許されないものと

します。 

（ア） 買付者等に対する情報等の提供の請求 

下記イ（ア）に定める買付等が行われる場合、当社は買付者等に対し事前に

書面で買付等の目的および条件等の情報を合理的期間内に提出していただく

ことを求めます。 

（イ） 独立委員会への諮問 

当社取締役会は、独立委員会に対し上記情報を提供し、対抗措置の発動の是

非等について諮問します。 

（ウ） 独立委員会の検討および勧告 

独立委員会が必要と認める場合、買付者等に対し合理的期間内に追加情報の

提供を求め、また取締役会に対しても合理的期間内に適宜必要と認める情報、

資料等の提示を求めることができます。独立委員会は、原則として当社取締

役会および独立委員会に対する買付説明書（下記イ（イ）で定義され、買付

説明書に関する補足説明または追加提出された買付説明書等を含みます。以

下同じ。）の提出が合理的期間内に完了した日から所定の期間内に当社取締役

会に対し、勧告内容を書面にて提出します。 

（エ） 取締役会による決議、株主総会による決議 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して、当該買付者等が本プ

ランに定める手続を遵守していないと認めた場合は、株主の皆様が買付等の

是非等を適切に判断するために必要な情報や時間等を確保することができ
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ないことから、対抗措置の発動を決議することができ、また、当該買付等が

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす不

適切な買付等（下記イ（オ）で定義されます。）に該当すると認めた場合に

も、対抗措置の発動を決議することができます。さらに、独立委員会が当該

買付等は当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある

と勧告した場合、当社取締役会は株主総会を招集して対抗措置の発動を付議

し、対抗措置の発動につき株主総会の決議（当社現行定款第５１条第３項に

基づく特別決議）を経ることにより、対抗措置の発動の具体的内容を決議す

ることができるものとします。 

（オ） 対抗措置 

対抗措置は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、買付等に対し当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を確保し向上を図るうえで、必要かつ相当な措置

（株式の発行、自己株式の処分もしくは株式無償割当てまたは新株予約権の

発行もしくは新株予約権無償割当て等）の中からその時点で当社取締役会が

最も適切であると判断したものを選択し、当社取締役会または株主総会で決

議されるものとします。 

 

  イ 買付等の開始から対抗措置の発動または不発動の決議までの手続 

（ア） 買付等 

本プランが定める手続は、当社取締役会の同意を得ないで行われる買付等の

うち下記の①から③までのいずれかに該当するもの、またはこれらに類似す

る行為（以下「買付等」といいます。）に適用されます。 

① 当社が発行者である株券等1（以下「当社株券等」といいます。）について、

保有者2およびその共同保有者等3の株券等保有割合4が２０%以上となる買

付等5 

② 当社株券等について、公開買付6を行う者の株券等の株券等所有割合7および

 
1 金融商品取引法第２７条の２３第１項に定義される株券等（①の場合）もしくは同法第２７条の２第１

項に定義される株券等（②の場合）またはその双方（その余の場合）をいいます。 
2 金融商品取引法第２７条の２３第１項の保有者および同条第３項によって保有者に含まれる者をいいま

す。 
3 金融商品取引法第２７条の２３第５項に定義される共同保有者および同条第６項に基づき共同保有者と

みなされる者ならびに保有者または共同保有者との間で保有者・共同保有者間の関係と類似した関係にあ

る者をいいます。 
4 金融商品取引法第２７条の２３第４項に定義される株券等保有割合（ただし、重複する保有株券等の数

については控除するものとします。）をいいます。 
5 ①において金融商品取引法第２７条の２第１項に定義される買付け等をいいます。 
6 金融商品取引法第２７条の２第６項に定義される公開買付けをいいます。 
7 金融商品取引法第２７条の２第８項に定義される株券等所有割合（ただし、重複する所有株券等の数に

ついては控除するものとします。）をいいます。 
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その特別関係者等8の株券等所有割合の合計が２０%以上となる公開買付 

③ 上記①または②に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当社

の特定の株主が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本③

において同じとします。）との間で行う行為であり、かつ当該行為の結果と

して当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような

合意その他の行為、または当該特定の株主と当該他の株主との間にその一

方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動

する関係9を樹立する行為10（ただし、当社が発行者である株券等につき当

該特定の株主と当該他の株主の株券等所有割合の合計が２０％以上となる

ような場合に限ります。） 

 

   （イ） 買付者等に対する情報等の提供の請求 

       買付者等は、買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対し、(i)買付者等の

概要（名称、住所、設立準拠法、代表者の役職および氏名、会社等の目的お

よび事業内容、大株主または大口出資者（所有株式数または出資割合上位１

０名）の概要、ならびに国内連絡先）、(ii)買付者等が現に保有する当社株券

等の数および意向表明書提出前６０日間における買付者等の当社株券等の取

引状況、ならびに(iii)提案する買付等の概要（買付者等が買付等により取得

を予定する当社株券等の種類および数、ならびに買付等の目的（支配権取得

もしくは経営参加、純投資もしくは政策投資、買付等の後の当社株券等の第

三者への譲渡等、重要提案行為等11その他の目的がある場合には、その旨およ

びその内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただき

ます。）を含みます。）を明示し、本プランに定める手続を遵守する旨を記載

した当社所定の書式による「意向表明書」を日本語にて提出していただきま

す。 

当社取締役会は、買付者等から意向表明書を受領した日の翌日から起算し

て１０営業日以内に、株主の皆様の判断および当社取締役会ならびに独立委

員会の意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいま

 
8 金融商品取引法第２７条の２第７項に定義される特別関係者および公開買付けを行う者またはその特別

関係者との間で公開買付けを行う者・特別関係者間の関係と類似した関係にある者をいいます。ただし、

同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第

３条第２項に定める者を除きます。 
9 「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同

ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、別紙３に定める基準に従い行うものとしま

す。なお、別紙３に定める基準は、法令の改正や裁判例の動向等に基づき独立委員会の決議によって適宜

合理的な範囲内で変更される場合があります。 
10 本文の③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に基づき合理的に行

うものとします。なお、当社取締役会および独立委員会は、本文の③所定の要件該当性の判定につき必要

な範囲で、当社の株主に対して必要な情報を求めることがあります。 
11 金融商品取引法第２７条の２６第１項に規定される重要提案行為等をいいます。 
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す。）のリストを合理的な回答期限（ただし、原則として６０日間を超えない

ものとします。）を設けて買付者等に交付します。その後、買付者等には当社

取締役会に対し、本必要情報を記載した書面（以下「買付説明書」といいま

す。）を回答期限内に日本語にて提出していただきます。本必要情報の具体的

内容は買付者等の属性、買付等の目的および内容により異なりますが、概ね

下記①ないし⑬の情報を含みます。当社取締役会は、買付説明書の情報等が

株主の皆様の判断または当社取締役会もしくは独立委員会の意見形成のため

に十分でないと認めた場合には、買付者等に対し、さらに合理的な回答期限

を設けて、当社取締役会が相当と認める方法で買付説明書の補足説明または

追加資料等の提出を求めることができます。なお、当社取締役会は、提出さ

れた買付説明書を評価検討し、当社取締役会としての意見を公表することが

できるものとし、さらに必要に応じて買付者等と買付等に関する条件改善等

について交渉し、当社取締役会として株主の皆様および独立委員会に対し代

替案を提示することができるものとします。 

① 買付者等およびそのグループ（主要な株主または出資者、重要な子会社・関

連会社、特別関係者、共同保有者、ファンドの場合は各組合員、出資者その

他の構成員および投資に関する助言を継続的に行っている者を含みます。）

の概要（具体的名称、事業内容、資本構成、財務内容、当社の事業と同種の

事業についての経験および他の買付者等との具体的関係等に関する情報を

含みます。） 

② 買付等の目的（意向表明書に記載していただいた目的の詳細）、方法および

内容（経営参画の意思の有無、買付等の対価の種類および価額、買付等の時

期、それに関連する取引の仕組みおよび買付等の方法の適法性ならびに買付

等の実現可能性に関する情報を含みます。） 

③ 買付等の対価の価額の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた

数値情報および買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシ

ナジー効果の詳細を含みます。） 

④ 買付等のための資金の調達方法（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、当該資金に関して買付者等の有する当社株券等その他資産等

への担保権設定の状況および予定ならびに調達に関連する取引の内容等を

含みます。） 

⑤ 買付等に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対して重要提案行

為等を行うことに関する意思連絡を含みます。）の有無、意思連絡がある場

合はその具体的な態様および内容ならびに当該第三者の概要 

⑥ 買付者等が既に保有する当社株券等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、

売買の予約その他の重要な契約または取決め（以下「担保契約等」といいま
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す。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方および契約の対象と

なっている株券等の数量等の当該担保契約等の具体的内容 

⑦ 買付者等が買付等において取得を予定する当社株券等に関し担保契約等の

締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の

種類、合意の相手方および合意の対象となっている株券等の数量等の当該合

意の具体的内容 

⑧ 買付等の後の当社グループの経営方針、経営体制、事業計画、資本政策、配

当政策、資産運用計画（売却等を予定される場合はその内容等を含みます。）、

投下資本の回収方針およびそれらを具体的に実現するための施策 

⑨ 買付者等の事業と当社グループの営む事業との統合および連携等に関する

事項ならびに買付者等と当社との利益相反を回避するための具体的施策 

⑩ 買付等の後における当社および当社グループの従業員、労働組合、取引先、

顧客、地域社会その他の当社および当社グループに係る利害関係者の処遇等

の方針 

⑪ 買付等の後の当社グループの中長期的に持続的かつ継続的な企業価値向上

のための施策およびそれにより中長期的に企業価値が向上される根拠 

⑫ 当社の他の株主との間に利益相反が生ずる場合、それを回避するための具体

的施策 

⑬ その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要であると認める事項 

 

（ウ）独立委員会への諮問 

      当社は、取締役会の諮問機関として、買付者等および買付等に係る評価およ

び対抗措置の発動または不発動の勧告等を取締役会へ行う独立委員会を設置し

ます。独立委員会は当社経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査

役または社外の有識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計

士、および学識経験者等）の中から当社の取締役会が選任した３名以上の委員

で構成されます。独立委員会規程の概要は別紙４のとおりです。なお、独立委

員会委員の略歴は別紙５のとおりです。 

      当社取締役会は、買付者等から買付説明書の提出を受けたときは、これを遅

滞なく独立委員会に提供し、当該買付者等による買付等に対する対抗措置の発

動の是非その他当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保および向上に関

する事項について諮問します。ただし、当社取締役会が相当と判断したときは、

買付説明書の提出を受けるより前に、独立委員会に対し諮問することができる

ものとします。 

 

   （エ）独立委員会の評価手続 
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       独立委員会は、買付説明書の内容が十分でないと認めたときは、当社取締

役会を通じて買付者等に対し、合理的な回答期限（ただし、原則として６０

日間を超えないものとします。）を設けて、独立委員会が相当と認める方法で

買付説明書の補足説明または追加資料等を求めることができます。また、独

立委員会は、必要に応じて当社取締役会に対し、合理的な回答期限を設けて

独立委員会が相当と認める方法で当該買付等および買付説明書に対する意見、

当社取締役会の決定している事業施策等に係る資料の提出を求めることがで

きます。また、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナン

シャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門

家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。 

 

（オ）独立委員会の勧告 

独立委員会は買付説明書の提出が完了した後、買付等の評価の難易度等に

応じて、対価を現金（円貨）のみとし、当社株券等全部を対象とする公開買

付の場合には６０日間、その他の場合には９０日間（以下「独立委員会検討

期間」といいます。ただし、必要な範囲で延長・再延長ができるものとし、

延長・再延長する場合には、その旨、延長・再延長の期間および延長・再延

長の理由の概要を開示するものとします。また、延長・再延長の期間は、合

計で３０日を超えないものとします。）以内に勧告の内容を書面にて作成し、

これを当社取締役会に提出します。 

独立委員会は、当該買付者等が本プランに定める手続を遵守していないと

認めた場合、下記①ないし⑤に相当する買付等（以下「不適切な買付等」と

いいます。）であると認めた場合、または下記⑥ないし⑦に相当する等、当該

買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあると

認めた場合には、「対抗措置を発動することを勧告する」旨（以下「発動勧告」

といいます。）、またそのおそれがないと認めた場合には、「対抗措置を発動し

ないことを勧告する」旨の勧告（以下「不発動勧告」といいます。）を行うこ

ととします。また、独立委員会は、発動勧告または不発動勧告のいずれも行

わず、株主総会の招集等が相当と認める旨の勧告を行うことができます。 

さらに、独立委員会は、当社取締役会が対抗措置の発動または不発動の決

定をした後であっても、当該決定の前提となる事実関係に変動が生じた場合

等においては、改めて不発動勧告または発動勧告を行うことができます。 

当社取締役会は、上記勧告を最大限尊重するものとします。 

① 株価を高騰させて高値で当社およびその関係者に引取らせることを目的

とする行為 

② 当社が事業を行うために必要な資産（有形資産のほか、知的財産権、ノウ
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ハウ、企業秘密情報および主要取引先ならびに顧客等の無形資産を含みま

す。）を当該買付者等またはその関係者に取得させることを目的とする行

為 

③ 当社の資産（その定義は上記②に定めるところによります。）を当該買付

者等またはその関係者等の債務の担保として供することまたはその弁済

原資として用いることを目的とする行為 

④ 当面当社の積極的な事業の用に供されていない不動産および有価証券等

の高額資産を処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当を行わせる

ことまたは一時的な高配当によって株価を急上昇させて当社株式の高値

売り抜けを目的とする行為 

⑤ 強圧的二段階買付（最初の買付で当社株券等全部の買付を勧誘することな

く、二段階目の買付条件を不利に設定し、または二段階目の買付条件を明

確にしないで公開買付等による株券等の大量買付等を行うことをいいま

す。）その他当社株券等の保有者にその売却を事実上強要するおそれのあ

る行為 

⑥ 買付等の条件（買付対価の種類・金額、買付等の時期、買付等の方法の適

法性、買付等の実行の可能性、買付等の後における当社および当社グルー

プの従業員、労働組合、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利害

関係者（以下「当社利害関係者」といいます。）の処遇等の方針等を含み

ます。）が、当社の本源的価値に鑑み、不十分または不適当な買付等であ

る場合 

⑦ 買付者等による買付等の後の経営方針、事業計画、投下資本の回収方針等

の内容が不十分または不適当であること等のため、当社と当社利害関係者

との間の信頼関係・取引関係等を毀損する、または当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を毀損する重大なおそれのある買付等である場合 

 

（カ）取締役会による決議 

① 手続を遵守しない買付者等に対する対抗措置の発動の決議 

当社取締役会は、独立委員会が当該買付者等は本プランの定める手続を遵   

守していないと認めて発動勧告をしたときは、独立委員会の発動勧告を最

大限尊重して、対抗措置の発動を決議することができます。 

② 不適切な買付等に対する対抗措置の発動の決議 

当社取締役会は、独立委員会が当該買付等は上記（オ）①ないし⑤に相当

する不適切な買付等に該当すると認めて発動勧告をしたときは、独立委員

会の発動勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動を決議することができま

す。また、当社取締役会は、対抗措置の発動に株主総会決議が不要な場合
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であっても、当該買付等の内容、対抗措置を発動するか否かの判断が必要

となる状況等を勘案したうえで、当社取締役会が相当と認めるときは株主

総会の決議を経たうえで、対抗措置の発動を決議することができます。さ

らに、当社取締役会は、独立委員会が株主総会の招集を勧告したときは、

独立委員会の勧告を最大限尊重して、株主総会を招集し、当該株主総会に

おける対抗措置を発動する旨の決議を経て、当該買付等に対して対抗措置

の発動を決議することができるものとします。 

④ 企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある買付等に対する

対抗措置の発動の決議 

当社取締役会は、独立委員会が上記（オ）⑥ないし⑦に相当する等、当該

買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある

と認めて発動勧告をしたときは、株主総会を招集し、当該株主総会におけ

る対抗措置を発動する旨の決議を経て、当該買付等に対し対抗措置の発動

を決議することができるものとします。また、当社取締役会は、独立委員

会が株主総会の招集を勧告したときは、独立委員会の勧告を最大限尊重し

て、株主総会を招集し、当該株主総会における対抗措置を発動する旨の決

議を経て、当該買付等に対し対抗措置の発動を決議することができるもの

とします。 

⑤ 対抗措置の不発動の決議 

当社取締役会は、必要があると認めたときは、買付者等に対し対抗措置を

発動しないことを決議することができます。当社取締役会は、独立委員会

が不発動勧告をしたときは、当該勧告を最大限尊重します。なお、当社取

締役会は、対抗措置の不発動を決定した後であっても、当該決定の前提と

なった事実関係に変動が生じ、買付等が当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を毀損するおそれがあると判断される場合等には、改めて独立委員

会に諮問し、その勧告を最大限尊重して、対抗措置を発動することを決定

することがあります。 

⑥ 取締役会による決議を行うまでの期間 

当社取締役会は、独立委員会が発動勧告をしたとき、不発動勧告をしたと

きまたは株主総会の招集等が相当と認める勧告をしたときのいずれの場合

においても、独立委員会からの勧告を書面で受領した日の翌日から起算し

て１０営業日以内に、対抗措置を発動する旨、対抗措置を発動しない旨、

または株主総会を招集する旨を決議しなければならないものとします。 

 

（キ）対抗措置発動後の中止、停止または変更 

       当社取締役会は、本プランに従い対抗措置を発動することを決定した後で
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あっても、①買付者等が当該買付等を中止した場合や、②対抗措置を発動す

る旨の決定の前提となった事実関係に変動が生じ、当該買付等が当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがないと判断される場合には、

改めて独立委員会に諮問し、その勧告を最大限尊重して、対抗措置の発動の

中止、停止または変更を決定することがあります。対抗措置として、新株予

約権無償割当てをする場合において、権利の割当てを受けるべき株主が確定

した後に、上記事情が生じ、当社取締役会が対抗措置の発動の中止または停

止を決定した場合には、新株予約権の効力発生日の前日までの間は新株予約

権の無償割当てを中止または停止し、新株予約権の無償割当て後、行使期間

の開始日の前日までの間は当社が無償で新株予約権を取得すること等ができ

るものとします。 

 

   （ク）情報の公表 

       当社取締役会は、法令および証券取引所規則等に従い適時開示を行うほか、

下記①ないし⑥に掲げる情報を公表します。 

① 買付者等からの意向表明書、買付説明書の提出があったこと、および買付説

明書の提出が完了したことを各々提出が完了された後、遅滞なく公表します。 

② 買付説明書の内容および当社取締役会が独立委員会に提出した意見ならび

に事業施策等のうち、独立委員会が相当と認めた情報を独立委員会が決定し

た公表時期に公表します。 

③ 独立委員会の勧告のうち、独立委員会が相当と認めた情報を当社取締役会が

勧告に係る書面を受領後、遅滞なく公表します。 

④ 独立委員会検討期間の延長・再延長に係る決定（その理由および内容の要旨

を含みます。）について、各々独立委員会が決定後、遅滞なく公表します。 

⑤ 対抗措置の発動もしくは不発動、または発動後の中止、停止もしくは変更に

ついて、取締役会が決定した後、当該決議の概要その他当社取締役会および

独立委員会が相当と認めた情報を遅滞なく公表します。 

⑥ 対抗措置の発動について、株主総会を招集するときは、その旨、株主総会の

期日、場所および議題ならびに議案の要旨を当社取締役会決議後、遅滞なく

公表します。株主総会を開催した場合は、当該決議の概要その他当社取締役

会および独立委員会が相当と認めた情報を遅滞なく公表します。 

 

   （ケ）株主総会 

       当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動を勧告したときは、当該対

抗措置の発動に株主総会決議が不要な場合であっても、当該買付等に対し対

抗措置を発動するか否かについて、当社株主の皆様の意思の確認を行うため
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に株主総会を招集することができるものとします。また、当社取締役会は、

独立委員会が株主総会の招集を勧告したときは、独立委員会の勧告を最大限

尊重して、株主総会を招集し、当該株主総会における対抗措置を発動する旨

の決議を経て、当該買付等に対して対抗措置の発動を決議することができる

ものとします。このほか、株主総会の招集は、買付等の内容、対抗措置を発

動するか否かの判断が必要となる状況等を勘案したうえで、当社取締役会が

株主の皆様の意思の確認を行うことが相当であると判断した場合に行うもの

とします。また、当社取締役会は、独立委員会が当該買付等は当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあると認めて発動勧告したと

きは、当該買付等に対し対抗措置を発動するか否かについて、当社株主の皆

様の意思の確認を行うために株主総会を招集することができるものとします。

なお、上記いずれの場合においても、当社取締役会は株主総会を招集する旨

決議後、次期定時株主総会に諮ることが適当であると判断される場合等を除

き、実務上可能な限り速やかに株主総会を開催するものとします。 

 

   ウ 新株予約権の無償割当ての主な内容 

当社は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保し向上を図るため、買付等に対する対抗措置として、新株予約権の

無償割当て等必要かつ相当な措置の中からその時点で最も適切と当社取締役会

が判断したものを選択し、当社取締役会または株主総会で決議するものとします。 

対抗措置として新株予約権無償割当て（以下「本新株予約権無償割当て」とい

い、本新株予約権無償割当てにより割り当てられる新株予約権を「本新株予約権」

といいます。）を実施する場合の主な内容は以下のとおりです。 

     

（ア）本新株予約権の割当対象となる株主 

当社取締役会が、本新株予約権無償割当ての取締役会決議（以下｢本新株

予約権無償割当て決議｣といいます。）において別途定める割当期日（以下

｢割当期日｣といいます。）における当社の最終の株主名簿に記録された当社

以外の株主に対し、その保有する当社株式１株につき本新株予約権３個を

上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定め

る割合で、本新株予約権を無償で割り当てます。 

     

（イ）本新株予約権無償割当ての効力発生日 

        当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とし

ます。 
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（ウ）本新株予約権の目的である株式の種類および数 

        本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約

権１個あたりの目的である株式の数（以下｢対象株式数｣といいます。）は、

別途調整がない限り１株とします。 

     

（エ）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

        本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権

の行使に際して出資される財産の当社株式１株あたりの価額は１円以上で、

当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める価額とし

ます。 

 

（オ）本新株予約権の行使期間 

        本新株予約権の無償割当ての効力発生日または本新株予約権無償割当て

決議において、当社取締役会が別途定める日を初日とし、１ヶ月間から３

ヶ月間までの範囲で、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議におい

て別途定める期間とします。 

     

（カ）本新株予約権の行使条件 

         次の①から⑥に規定する者（以下「特定買付者等」と総称します。）お

よび／または当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途

定める者は、原則として本新株予約権を行使できません。 

       ① 特定大量保有者12 

       ② 特定大量保有者の共同保有者等 

       ③ 特定大量買付者13 

       ④ 特定大量買付者の特別関係者等 

       ⑤ 上記①ないし④に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認

を得ることなく譲受けもしくは承継した者 

       ⑥ 上記①ないし⑤記載の者の関連者14 

 
12 当社株券等の保有者で、当社株券等に係る株券等保有割合が２０％以上となると当社取締役会が認めた

者をいいます。 
13 公開買付けによって当社株券等の買付け等を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるそ

の者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７条第１項に定める場合を含みます。）に係

る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者等の株券等所有割合と合計して２０％以上となると当社

取締役会が認めた者をいいます。 
14 ある者の関連者とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にあ

る者、またはその者と実質的に共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者をいいます。

その判定は、別紙３に定める基準に従い行うものとします。また、組合その他ファンドに係る「関連者」

の判定には、ファンド・マネージャーの実質的同一性その他の諸事情が勘案されます。なお、「支配」とは、

他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項または第３

条の２第３項に定義されます。）をいいます。 
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（キ）本新株予約権の譲渡制限 

        本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要し

ます。 

     

（ク）当社による本新株予約権の取得 

        当社は、いつでも特定買付者等以外の株主が保有する本新株予約権を取

得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき（別途調整がない限り）

当社普通株式１株を交付することができます。また、当社は、特定買付者

等が所有する本新株予約権については一定の行使条件（例えば、買付者等

が株券を処分した場合に、その行使後における株券等保有割合が 20％を下

回ること等の一定の条件の範囲内で本新株予約権を行使することができる

旨の行使条件等）や取得条項が付された別の新株予約権を対価として取得

する旨の取得条項（ただし、特定買付者等以外の株主の利益を害するもの

ではないと合理的に判断される内容のものに限ります。）等の当社株式の大

量買付等に対する対抗措置としての効果を勘案した取得条項等を付す場合

があります。なお、特定買付者等が保有する本新株予約権を取得する場合、

その対価として金銭の交付は行わないこととします。その他当社が本新株

予約権を取得できる場合およびその条件については、当社取締役会が本新

株予約権無償割当て決議において別途定めるところによるものとします。 

 

   エ その他 

上記イないしウに定めるほか、本新株予約権無償割当てに必要な事項、独立

委員会規程、その他本プランの具体的運用に必要な事項等については、別途当

社取締役会が定めるものとします。また、法令の新設または改廃により、上記

イないしウに定める条項ないし用語の定義等に修正を加える必要が生じた場合

には、当社取締役会において、当該新設または改廃の趣旨を考慮の上、上記イ

ないしウに定める条項ないし用語の定義等を適宜合理的な範囲内で読み替える

ことができるものとします。 

 

オ 本プランの発効、有効期間、廃止および変更 

      本プランは、本定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただいた時

点で発効するものとします。 

本プランの有効期間は、本定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会終結のときまでとします。ただし、本

プランの有効期間中であっても、当社株主総会または当社取締役会において本
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プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止さ

れるものとします。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、

本プランに関する法令、証券取引所規則等の新設もしくは改廃が行われ、また

は重要な司法判断が示され、当該新設、改廃または判断を反映するのが適切で

ある場合、形式的な修正を行うのが適切である場合には、株主総会決議の趣旨

の範囲内で独立委員会の承認を得たうえで、本プランを修正・変更することが

あります。 

      当社は、本プランの廃止または変更等がなされた場合には、当該廃止または

変更等の事実および（変更の場合には）変更等の内容その他の事項について、

情報の公表を速やかに行います。 

 

   カ 本プランが株主および投資家の皆様等へ与える影響 

      本プランは、当社株主および投資家の皆様が当社株式の大量買付等に応じる

か否かを判断するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、または

代替案を提示するために必要な時間を確保するものです。また、買付者等が本

プランに定める手続を遵守しない場合、不適切な買付等が行われるおそれがあ

る場合、買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれが

ある場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益確保のため当社株主総

会または当社取締役会において対抗措置の発動を行えるようにするものです。

本プランの導入により、当社株主および投資家の皆様が当社株式の大量買付等

の是非を適切に判断されることが可能となり、皆様の利益に資するものと考え

ております。 

      なお、上記３．（２）イにおいて述べましたとおり、買付者等が本プランに定

める手続を遵守するか否かにより買付等に対する当社の対応が異なりますので、

当社株主および投資家の皆様におかれましては、当社からの適時開示や買付者

等の動向にご注意ください。 

 

（ア） 本プラン導入時に株主および投資家の皆様に与える影響 

本プランの導入時点においては新株予約権無償割当て等の対抗措置は実施

されませんので、当社株主および投資家の皆様に直接具体的な影響が生じる

ことはありません。 

    

（イ） 対抗措置の発動時に株主および投資家の皆様に与える影響 

        買付者等が本プランに定める手続を遵守しない場合や、手続を遵守した場

合であっても本プランに定める不適切な買付等であると認められる場合や

当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあると認めら
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れる場合には、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益確保を目

的として、必要かつ相当な措置の中からその時点で当社取締役会が最も適切

であると判断した対抗措置をとることがありますが、対抗措置の仕組み上、

当社株主および投資家の皆様（特定買付者等を除きます。）が法的権利およ

び経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定し

ておりません。当社取締役会が具体的対抗措置をとることを決定した場合に

は、本プラン、法令および証券取引所規則等に従って適時適切な開示を行い

ます。 

なお、対抗措置として新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株予

約権の行使により株式を取得するために、株主の皆様には、所定の期間内に

一定の金額の払い込みをしていただく必要がある場合があります。また、当

社取締役会が新株予約権を取得することを決定した場合には、行使価額相当

の金額を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として株主

の皆様に当社株式を交付することがあります。かかる手続の詳細につきまし

ては、実際に新株予約権無償割当てをすることになった際に、法令および証

券取引所規則等に基づき別途お知らせします。 

なお、当社取締役会が新株予約権無償割当ての中止または割り当てられた

新株予約権の無償取得を行う場合には、１株あたりの株式の価値の希釈化は

生じませんので、当該新株予約権無償割当てに係る権利落ち日以降に当社株

式の価値の希釈化が生じることを前提に売買を行った株主または投資家の

皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

一方、買付者等については、本プランに定める手続を遵守しない場合や、

手続を遵守した場合であっても本プランに定める不適切な買付等と認めら

れる場合や当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあ

ると認められる場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその

法的権利および経済的側面において不利益が発生する可能性があります。本

プランの開示は、買付者等が本プランの定める内容に違反することがないよ

うに予め注意を喚起するものであります。 

 

４． 上記２．の取組みおよび本プランが本基本方針に沿うものであること 

上記２．の取組みは、中期経営計画の推進等により当社の企業価値・株主共同の利益を

向上させることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為が行われるこ

とを未然に防止しようとするものであり、本基本方針に沿うものであると判断しておりま

す。 

また、本プランは、当社株券等の買付者等が買付等に関する必要かつ十分な情報を株主

の皆様、当社取締役会、独立委員会に事前に提供すること、および当社取締役会または当
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社株主総会が対抗措置の発動の是非について決議した後にのみ当該買付等を開始すること

を求め、これを遵守しない買付者等に対して当社独立委員会の勧告に基づき当社取締役会

または株主総会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。 

また、本プランに定める手続が遵守されている場合であっても、独立委員会が買付者等

の買付等が本プランに定める不適切な買付等であると認め、または当社の企業価値・株主

共同の利益を毀損するおそれがあると認めて対抗措置の発動を勧告し、当社取締役会また

は株主総会が決議した場合には、かかる買付者等に対して当社取締役会または株主総会は

当社の企業価値・株主共同の利益を確保するために新株予約権無償割当て等の対抗措置を

講じることがあることを明記しています。 

このように本プランは、本基本方針の考え方に沿って設計されたものであると判断して

おります。 

 

５． 上記２．の取組みおよび本プランが当社株主の共同の利益を損なうものではないこと 

上記２．の取組みは、中期経営計画の推進等により、当社の企業価値・株主共同の利益

を向上させるものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではないと判断しておりま

す。 

また、本プランも、以下の理由により、当社株主の共同の利益を損なうものではないと

判断しております。 

（１）買収防衛策に関する指針等の要件を全て充足していること 

      本プランは、経済産業省および法務省が２００５年５月２７日に発表した｢企

業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針｣の定

める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意

思の原則、必要性・相当性確保の原則)を全て充足するとともに、経済産業省の

企業価値研究会が２００８年６月３０日に発表した「近時の諸環境の変化を踏

まえた買収防衛策の在り方」、経済産業省が２０２３年８月３１日に発表した

「企業買収における行動指針―企業価値の向上と株主利益の確保に向けて―」

ならびに東京証券取引所が２０１５年６月１日に適用を開始した「コーポレー

トガバナンス・コード」（２０２１年６月１１日の改訂後のもの）の原則１－５．

（いわゆる買収防衛策）および補充原則１－５①を踏まえたものです。 

   （２）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

      本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が意見を取りまとめ、

代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行なうこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

   （３）株主意思を重視するものであること 
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      本プランは、当社株主総会において承認可決されることにより決定されます。

また、上記３．（２）オに記載したとおり、本プランは有効期間を約３年間とす

るいわゆるサンセット条項が付されています。また、その有効期間の満了前で

あっても、当社取締役会または株主総会において、本プランの変更または廃止

の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い変更または廃止される

ことになります。以上の意味において、本プランの消長および内容は、当社株

主総会の意思に基づくこととなっております。 

 

６． 上記２．の取組みおよび本プランが当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな

いこと 

上記２．の取組みは、中期経営計画の推進等により、当社の企業価値・株主共同の利益

の向上を目的とするものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではない

と判断しております。 

また、本プランも、以下の理由により、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないと判断しております。 

    （１）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

     当社は、本プランの導入に当たり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主

の皆様のために本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判

断を客観的に行う機関として独立委員会を設置しています。 

     独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取

締役、社外監査役または社外の有識者から選任される委員３名以上により構成

されます。 

     また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主の皆様に情報開示をす

ることとし、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プランの透明な

運営が行われる仕組みを確保しています。 

 

   （２）合理的な客観的発動要件の設定 

     本プランは、上記３．（２）イ（カ）に記載したとおり、予め定められた合理的

客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

 

   （３）第三者専門家の意見の取得 

     上記３．（２）イ（エ）に記載したとおり、買付者等が出現すると、独立委員会

は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会

計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることができること

により、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組みと
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なっています。 

    

（４）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

    上記３．（２）オに記載したとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された

取締役で構成される取締役会により廃止することができることから、当社株券等

の買付者等が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締

役会により本プランを廃止することが可能です。従って、本プランはデッドハン

ド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、対抗措置の発

動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用

していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成の交代

を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防

衛策）でもありません。 
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別紙１ 

   

 

大株主の状況 

 

 

１．発行可能株式総数    普通株式 80,000,000 株（単元株式数 100 株） 

 

２．発行済株式総数     普通株式 19,064,897 株（うち自己株式数 73,116 株） 

 

３．株主数          26,783 名 

 

４．大株主の状況 

 

2024 年 3 月 31 日現在の当社の大株主の状況は次のとおりです。 

 

氏名または名称 

 

持株数（株） 

 

持株比率（％） 

 

株式会社三菱 UFJ 銀行 860,800 4.53 

株式会社京都銀行 850,103 4.47 

みずほ信託銀行株式会社 840,500 4.42 

株式会社滋賀銀行 820,346 4.31 

安田倉庫株式会社 800,000 4.21 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 794,700 4.18 

日本生命保険相互会社 664,409 3.49 

戸田建設株式会社 545,103 2.87 

京都中央信用金庫 515,000 2.71 

株式会社たけびし 379,000 1.99 

（注）１．持株比率は小数点第 3 位以下を切捨てております。 

   ２．持株比率は自己株式（73,116 株）を控除して計算しております。 

 

以上 
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別紙２ 

当社株式の大量取得行為に関する対応策に基づく対抗措置発動・不発動の流れ 

＊上記フローチャートは、本プランの概略を説明するために参考として作成されたものであります。

買付者等の出現
（株券等所有割合・保有割合２０％以上となる買付等）

意向表明書の受領

本必要情報の受領

独立委員会からの要求に基づく回答
（独立委員会が定めた回答期限内）

（原則として60日以内）

独立委員会

提出

（ 買 付 者 等 及 び 取 締 役 会 か ら の 情 報 を 受 領 し た 日 か ら 原 則 と し て 現 金 対 価 の

全 株 券 等 に 対 す る 公 開 買 付 の 場 合 6 0 日 、 そ れ 以 外 の 場 合 9 0 日 ）

対 抗 措 置 の 発 動 も し く は 不 発 動 ま た は 株 主 総 会 招 集 の 勧 告

不適切な買付等ではなく企業価値・
株主共同の利益を毀損するおそれ
がないと認められる場合

不適切な買付等もしくは企業価値・株主共同の利益
を毀損するおそれがあると認められ、または株主総会
の招集を勧告することが相当であると判断する場合

対抗措置不発動の勧告 対 抗 措 置 発 動 の 勧 告 株主総会招集の勧告

提供 取締役会に対する
情報提供要求

情報提供
代替案提示

本
プ
ラ
ン
に
係
る
手
続
を
遵
守
し
な
い
買
付
等

取締役会

独立委員会の勧告を最大限尊重し、勧告を書面で受領した日の翌日から起算して10営業日以内に決議

対 抗 措 置 不 発 動 の 決 議 株 主 総 会 招 集 の 決 議

株 主 総 会

招集

対抗措置発動の決議
（特別決議）

否決 承認

対抗措置不発動 対抗措置発動

勧告

取締役会

情報提供要求・交渉

対 抗 措 置 発 動 の 決 議

検 討 期 間
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別紙３ 

共同協調行為等の認定基準 

 

※ 認定は、認定の対象者（その親会社、子会社、その他認定の対象者と同一視すべき主

体を含む。以下「認定対象者」という。）について、下記の各項目の要素に加え、当社

の特定の株主との間での意思の連絡が「ない」ことを窺わせる直接・間接の事実の有

無についても勘案したうえで、総合的に判断する。 

※ 以下「当社の特定の株主」には、当該特定の株主の親会社および子会社（当該特定の

株主を含め、「特定株主グループ」という。）、特定株主グループの役員および主要株主

を含むものとする。 

 

(1) 当社株券等を取得している時期が、当社の特定の株主による当社株券等の取得または

重要提案行為等の買収に向けた行動が行われている期間と重なり合っているか 

(2) 取得した当社株券等の数量が相当程度の数量に達しているか 

(3) 当社株券等の取得を開始した時期が、当該特定の株主による当社株券等の取得の開始、

当社に対する経営支配権の取得・重要提案行為等をすること等の意向の表明など、当

該特定の株主による当社の買収に向けた行動が開始された時期に近接し、または本プ

ランに係る議題を目的事項に含む株主総会の基準日など、当該特定の株主の行動に関

連するイベントと近接しているか 

(4) 市場における当社株券等の取引状況が異常な時期（例えば、平均的な出来高に比して

著しく出来高が膨らんでいたり、株価が先行する時期の平均株価に比して著しく急騰

したりする時期）において、時期を同じくして当社株券等を取得しているなど、当該

特定の株主による当社株券等の取得の時期および態様（例えば、信用買い等を駆使し

ているかどうか）の特徴との間に共通性がみられるか 

(5) 当該特定の株主が株券等を取得している（または取得していた）他の上場会社の株券

等を取得していたことがあり、かつ、その取得時期や保有期間が当該特定の株主のそ

れと重なり合っているか 

(6) 上記(5)の重なり合う期間において、当該他の上場会社（当該特定の株主とともに認定

対象者が株主となっていた他の上場会社）に対する株主権（共益権）の行使が当該特

定の株主のそれに同調したものであったか。同調したものであった場合にその株主権

の種類、内容、株主権行使の結果等に照らして、その同調の程度はどの程度か 

(7) 上記(5)記載の当該他の上場会社において、認定対象者および当該特定の株主（ならび

に認定対象者以外の者で当該特定の株主と同調して議決権等の共益権の行使を行った

株主がいる場合には当該株主）による議決権等の共益権の行使の結果、取締役その他

の役員の選解任が行われた場合において、当該変更後の役員の在任期間中に当該他の

上場会社において企業価値または株主価値の毀損のおそれ（例えば、重大な法令違反
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に該当する事象の発生またはそのおそれのある事象の発生、上場廃止、特別注意銘柄

への指定、破産その他の法的倒産手続き、大規模な希釈化を伴う株式または新株予約

権の発行）が生じているか。生じていた場合に企業価値または株主価値の毀損のおそ

れはどの程度か 

(8) 当該特定の株主との間で、直接・間接に出資関係ないし資金の貸借関係等が存在して

いるまたは存在していたことがあるか 

(9) 当該特定の株主との間で、直接・間接に、役員兼任関係、親族関係（内縁関係など準

じる関係を含む。以下同じ）、ビジネス上の関係、出身校その他のコミュニティの中に

おける人的関係が存在している若しくは存在していたこと、ならびに、一方が他方の

従業員、組合員その他構成員である若しくはあったことがあるなどの人的関係が存在

するか 

(10) 当社に対する株主権（共益権）の行使が当該特定の株主のそれに同調したものであっ

たか。同調したものであった場合に、行使された株主権の種類、内容、株主権行使の

結果等に照らして、その同調の程度はどの程度か（なお、本項目を唯一の根拠として

「特定買付者等」と認定してはならないものとする。） 

(11) 当社の事業や経営方針に関する言動等が当該特定の株主のそれと類似しているか。類

似している言動等がある場合には、そのような言動等がされた時期、内容に照らして、

その類似の程度はどの程度か（なお、本項目を唯一の根拠として「特定買付者等」と

認定してはならないものとする。） 

(12) その代理人やアドバイザーが、当該特定の株主のそれと同じ事務所、法人、団体に属

している若しくは属していたことがある、業務提携関係にある、同種案件を共同して

遂行したことがある、親族関係その他の人的関係があるなど、当該特定の株主との間

において意思の連絡が容易となるような直接的・間接的な関係を有しているか 

(13) その他、当該特定の株主との間で意思の連絡があることを窺わせる直接・問接の事実

はあるか 

以上 
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別紙４ 

独立委員会規程の概要 

 

１． 独立委員会は、当社取締役会の決議により設置される。 

 

２． 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社経営陣から独立している、（１）当社の社

外取締役、（２）当社の社外監査役、または（３）社外の有識者のいずれかに該当する

ものの中から当社取締役会が選任する。ただし、社外の有識者は、実績のある会社経

営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準ずる者

とし、また、別途当社が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当社との間で締結

した者とする。 

 

３． 独立委員会の委員の任期は、選任の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。ただし、当社取締役会の決議に

より別段の定めをした場合はこの限りではない。また、社外取締役、社外監査役で独

立委員会委員である者が取締役、監査役でなくなった場合には、独立委員会委員の任

期も同時に終了する。独立委員会委員の任期は、本プランが当社の株主総会または取

締役会の決議によって廃止された場合において、当該廃止の時点をもって終了するも

のとする。 

 

４． 独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役、従業員その他必要と認める

ものを出席させ、その意見または説明を求めることができる。 

 

５． 独立委員会は、随時開催できることとし、その決議は委員の全員が出席し、その過

半数をもって行う。ただし、委員に事故あるときその他やむをえない事由があるとき

は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。独立委員会の決議において、

賛否同数のときは、議長が決する。 

 

６． 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、理

由を付して書面にて当社取締役会に対して勧告または通知等する。独立委員会は、本

プランに定められた公表すべき情報その他独立委員会が適切と判断する事項について、

当社取締役会を通じて、速やかに情報開示を行う。 

なお、独立委員会の各委員は、決定等にあたっては、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の

経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

（１）本プランの対象となる買付等への該当性の判断 
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（２）本プランに係る対抗措置の発動もしくは不発動または株主総会招集等が相当と認

める旨 

 （３）本プランに係る対抗措置の発動の中止、停止または変更 

 （４）本プランの廃止または変更（ただし、本プランの変更については、本プランに関

する法令、証券取引所規則等の新設もしくは改廃が行われ、または重要な司法判

断が示され、当該新設、改廃、または判断を反映するのが適切である場合、形式

的な修正を行うのが適切である場合、株主総会決議の趣旨の範囲内で合理的に必

要と認められる範囲に限る。） 

 （５）買付者等および当社の取締役会が独立委員会に提供すべき情報、意見、代替案、

資料の決定およびその回答期限（ただし、本プランに期限の定めがある場合は、

当該期限までとする。） 

 （６）独立委員会の検討期間の延長・再延長（ただし、合計で３０日を超えないものと

する。） 

（７）その他当社の取締役会が判断すべき事項のうち、当社の取締役会が独立委員会に

諮問した事項 

 

７． 独立委員会は、６．に定める事項に加え、以下の各号に記載される事項を行う。 

 （１）買付者等の買付等の内容の精査・検討 

 （２）取締役会による代替案の検討 

 （３）その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 

 （４）当社の取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

 

８． 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）の助言を得ること等が

できる。 

 

以上 
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                                別紙５ 

独立委員会委員略歴 

 

安達 義二郎氏 

      １９８１年 ４月  安田信託銀行（現 みずほ信託銀行）株式会社入社 

      ２００２年 ４月  みずほアセット信託銀行株式会社  

大阪プロジェクト推進部長兼大阪支店専任部長 

      ２００３年 ３月  みずほ信託銀行株式会社  

大阪プロジェクト推進部長兼大阪支店上席部長代理 

      ２００４年 ４月  同社大阪支店副支店長兼大阪支店法人営業部長 

      ２００５年 ７月  同社事務統括部副部長 

      ２００６年 ６月  同社事務統括部長 

２００８年 ４月  同社執行役員業務統括部長 

      ２００９年 ４月  同社執行役員法人業務部長 

      ２０１０年 ４月  同社常務執行役員 

      ２０１２年 ４月  みずほ信不動産販売株式会社（現 みずほ不動産販売 

株式会社）取締役副社長 

２０１４年 ４月  平成ビルディング株式会社取締役社長 

２０２１年 ６月  当社社外取締役（現在） 

 

 

藤本 眞人氏 

 １９７８年１１月  等松・青木監査法人（現 有限責任監査法人トーマツ）入所 

      １９９８年 ６月  同監査法人パートナー 

      ２０１１年１１月  藤本眞人公認会計士事務所開業登録（現在） 

２０１２年 ６月  日本システム開発株式会社社外監査役 

２０１３年 ６月  当社社外監査役（現在） 

２０１４年 ６月  株式会社キーエンス社外取締役 

 

 

吉松 裕子氏 

      ２００８年１２月  弁護士登録 

２００８年１２月  えびす法律事務所入所 

      ２０１１年 ４月  京都成蹊法律事務所入所（現在） 

      ２０１５年 ６月  当社社外監査役 

      ２０２２年 ６月  当社社外取締役（現在） 
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人見 浩司氏 

      １９８５年 ４月  株式会社京都銀行入社 

      ２００３年 ６月  同社修学院支店長 

      ２００５年 ５月  同社大阪中央支店長 

      ２００９年 ６月  同社本店営業部第一部長 

      ２０１２年 ６月  同社取締役（総合企画部長委嘱） 

      ２０１４年 ６月  同社取締役（本店営業部長委嘱） 

      ２０１５年 ６月  同社常務取締役（本店営業部長委嘱） 

      ２０１６年 ６月  同社常務取締役 

      ２０１７年 ６月  同社専務取締役 

      ２０２０年 ６月  同社代表取締役・専務取締役 

      ２０２１年 ６月  京友商事株式会社代表取締役会長（現在） 

      ２０２２年 ６月  当社社外監査役（現在） 

 

以上 

 

 


